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国　税／�給与所得者の年末調整�

� 今年最後の給与を支払う時

国　税／�給与所得者の扶養控除等（異動）申告書�

及び保険料控除申告書の提出� �

� 今年最後の給与を支払う前日

国　税／�11月分源泉所得税の納付� 12月10日

国　税／�10月決算法人の確定申告�

（法人税・消費税等）� 1月4日

国　税／�4月決算法人の中間申告� 1月4日

国　税／�1月、4月、7月決算法人の消費税の中間申告�

（年3回の場合）� 1月4日

地方税／�固定資産税・都市計画税（第3期分）の納付

� 市町村の条例で定める日

労　務／�健康保険・厚生年金保険被保険者賞与支払

届� 支払後5日以内

12 2012（平成24年）

退職所得の個人住民税の10％税額控除の廃止　個人住民税は、前年の所得に対し翌年
に課税されますが、退職所得に関しては、他の所得と分離して退職所得の発生した年に課税
されています。この特殊性のため、退職所得の個人住民税から10％税額控除する措置がとら
れていましたが、平成25年1月1日以後に支払われる退職手当等からこの措置が廃止されます。
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年
末
調
整
は
、
給
与
の
支
払
者
が

給
与
の
支
払
い
を
受
け
る
一
人
一
人

に
つ
い
て
、
毎
月
の
給
与
や
賞
与
な

ど
の
支
払
の
際
に
源
泉
徴
収
し
た
税

額
と
、
そ
の
年
の
給
与
の
総
額
に
つ

い
て
納
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
税
額

（
年
税
額
）
と
を
比
べ
て
、
過
不
足

を
精
算
す
る
も
の
で
す
。

１　

平
成
二
十
四
年
の
留
意
点

生
命
保
険
料
控
除
の
見
直
し

①　

平
成
二
十
四
年
一
月
一
日
以
後

に
締
結
し
た
保
険
契
約
等
の
う
ち
、

介
護
保
障
ま
た
は
医
療
保
障
を
内

容
と
す
る
主
契
約
ま
た
は
特
約
に

係
る
保
険
料
等
に
つ
い
て
、
一
般

生
命
保
険
料
控
除
と
別
枠
で
介
護

医
療
保
険
料
控
除
が
創
設
さ
れ
て

い
ま
す
。

②　

一
般
生
命
保
険
料
控
除
、
個
人

年
金
保
険
料
控
除
、
介
護
医
療
保

険
料
控
除
の
控
除
額
の
計
算
は
、

そ
れ
ぞ
れ
表
１
に
よ
り
ま
す
。
適

用
限
度
額
は
そ
れ
ぞ
れ
四
万
円
で
、

合
計
一
二
万
円
が
最
高
限
度
額
と

な
り
ま
す
。

③　

新
し
い
生
命
保
険
料
控
除
制
度

は
、
平
成
二
十
四
年
一
月
一
日
以

後
に
締
結
し
た
生
命
保
険
契
約
等

に
つ
い
て
適
用
さ
れ
、
同
日
前
に

締
結
し
た
生
命
保
険
契
約
等
に
つ

い
て
は
、
従
前
の
制
度
が
適
用
さ

れ
ま
す
。
こ
の
場
合
、
新
制
度
と

従
前
の
制
度
の
双
方
の
控
除
の
適

用
が
あ
る
と
き
に
お
け
る
合
計
適

用
限
度
額
は
一
二
万
円
と
な
り
ま

す
。

２　

年
末
調
整
の
対
象
者

　

年
末
調
整
の
主
な
対
象
者
は
、
表

２
の
と
お
り
で
す
。

　

な
お
、「
給
与
所
得
者
の
扶
養
控

除
等
（
異
動
）
申
告
書
」
の
提
出
が

前
提
と
な
り
ま
す
の
で
、
必
ず
提
出

し
て
も
ら
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

年
末
調
整
の
ポ
イ
ン
ト

平成　　　
24

　　　年分

生命
保険料
控除

一般
生命
保険料
控除

個人
年金
保険料
控除

介護
医療
保険料
控除

表 2　年末調整対象者の選別（主な例）

年末調整の対象となる人 年末調整の対象とならない人

次のいずれかに該当する人
⑴　1年を通じて勤務している人
⑵　年の中途で就職し、年末まで勤務している
人
⑶　年の中途で退職した人のうち、次の人
①死亡により退職した人
②著しい心身の障害のため退職した人で、そ
の退職の時期からみて、本年中に再就職が
できないと認められる人

次のいずれかに該当する人
⑴　左欄に掲げる人のうち、本年中の主たる給
与の収入金額が 2,000 万円を超える人
⑵　2カ所以上から給与の支払を受けている人
で、他の給与の支払者に「給与所得者の扶養
控除等（異動）申告書」を提出している人や、
年末調整を行うときまでに「給与所得者の扶
養控除等（異動）申告書」を提出していない
人（月額表又は日額表の乙欄適用者）

表 1

年間の支払い保険料等 控除額

20,000 円以下 支払保険料等の全額

20,000 円超　40,000 円以下 支払保険料等× 1/2 ＋ 10,000 円

40,000 円超　80,000 円以下 支払保険料等× 1/4 ＋ 20,000 円

80,000 円超 一律 40,000 円



3─12月号

表 3　所得控除額一覧表

【社会保険料控除額】
　支払った又は給与から控除された社会保険料の合計額

【小規模企業共済等掛金控除額】
　（独）中小企業基盤整備機構に支払った共済掛金（旧第二種共済掛金は生命保険料控除の対象）、確
定拠出年金法に規定する企業型年金加入者掛金又は個人型年金加入者掛金、地方公共団体が実施する
心身障害者扶養共済掛金との合算額

【地震保険料控除額】

（ 		地震保険料の額（最高 50,000 円） ）＋（ 旧長期損害保険契約の支払保険料① 10,000 円までの場合……支払保険料の全額
② 10,000 円を超える場合
　　　　　……支払保険料× 1/2 ＋ 5,000 円
　　　　　　　（最高 15,000 円） ）

※地震保険と旧長期損害保険の両方の控除額がある場合は、その合計額（最高 50,000 円）

障害者控除額 障害者 1人につき……270,000 円
特別障害者 1人につき……400,000 円（同居特別障害者の場合 750,000 円）

寡婦（寡夫）控除額 270,000 円（特別の寡婦は、350,000 円）

勤労学生控除額 270,000 円

配偶者
控除額

一般の控除対象配偶者 380,000 円

老人控除対象配偶者 480,000 円

※　控除対象配偶者、控除対象扶養親族……
所得者と生計を一にする配偶者その他の親
族、都道府県知事から養育を委託された児
童（いわゆる里子）及び養護老人のうち、
所得金額の合計額（繰越損失控除前）が 38
万円以下の者（青色事業専従者又は白色事
業専従者とされる者を除く）。

※　特定扶養親族……控除対象扶養親族のう
ち、平成 2年１月２日から平成 6年１月１
日までの間に生まれた者（年齢 19 歳以上
23歳未満の者）。

※　老人控除対象配偶者、老人扶養親族……
昭和 18年１月１日以前生まれ（年齢 70歳
以上）の控除対象配偶者、控除対象扶養親族。

※　同居特別障害者……控除対象配偶者や扶
養親族が、特別障害者に該当し、かつ、そ
の者が所得者又は所得者と生計を一にする
親族のいずれかと同居を常況としている者。

※　同居老親等……老人扶養親族のうち、所
得者又はその配偶者の直系尊属で、所得者
又はその配偶者のいずれかと同居を常況と
している者。

配偶者
特別
控除額

配偶者の年間所得金額が
38万円超 76万円未満

30,000 円〜
380,000 円

扶養
控除額

一般の控除対象
扶養親族

16歳以上
19歳未満

380,000 円
23歳以上
70歳未満

特定扶養親族 19歳以上
23歳未満 630,000 円

老人扶養親族
同居老親等以外 480,000 円

同居老親等 580,000 円

基礎
控除額 380,000 円



12月号─4

　インターネット上に広告宣伝用のホーム
ページを開設し、その制作のために業者に
委託した費用は、原則として、その支出時
の損金として取り扱います。通常、ホーム
ページは企業や製品のPRのために制作さ
れるものであり、その内容は頻繁に更新さ
れるため、開設の際の制作費用の支出の効
果が1年以上には及ばないと考えられるた
めです。
　ただし、ホームページの内容が更新され
ないまま使用期間が1年を超える場合に
は、その制作費用はその使用期間に応じて
償却します。
　また、制作費用の中にプログラムの作成
費用（ソフトウェアの開発費用）が含まれ
るようなホームページについては、その制
作費用のうちプログラムの作成費用に相当
する金額は無形減価償却資産（ソフトウェ
ア）として耐用年数「5年」を適用して償却
することとなります。

　
青
色
申
告
者
に
つ
い
て
は
、
一
定

の
要
件
を
備
え
た
帳
簿
書
類
を
備
え

付
け
、
記
録
し
、
保
存
す
る
よ
う
定

め
ら
れ
て
い
ま
す
が
、
白
色
申
告
者

の
う
ち
一
定
の
人
に
対
し
て
も
、
記

帳
・
帳
簿
等
の
保
存
制
度
が
設
け
ら

れ
て
い
ま
す
。

　
こ
の
対
象
者
が
拡
大
さ
れ
、
こ
れ

ま
で
は
個
人
の
白
色
申
告
者
の
う
ち

前
々
年
分
あ
る
い
は
前
年
分
の
事
業

所
得
、
不
動
産
所
得
又
は
山
林
所
得

の
合
計
額
が
三
〇
〇
万
円
を
超
え
る

者
に
必
要
と
さ
れ
て
い
た
記
帳
と
帳

簿
書
類
の
保
存
が
、
平
成
二
十
六
年

一
月
か
ら
こ
れ
ら
の
所
得
を
生
ず
べ

き
業
務
を
行
う
全
て
の
者
（
所
得
税

の
申
告
の
必
要
が
な
い
者
を
含
む
）

に
つ
い
て
義
務
付
け
ら
れ
ま
し
た
。

　
な
お
、記
帳
に
当
た
っ
て
は
、日
々

の
合
計
金
額
を
ま
と
め
て
記
載
す
る

な
ど
、
簡
易
な
方
法
で
記
載
し
て
も

よ
い
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　平成24年度の税制改正で、役員退職手
当等に係る退職所得課税の見直しが行われ
ました。特定の役員に対する退職手当等（特
定役員退職手当等）に係る退職所得の金額
の計算が改正され、平成25年１月１日か
ら施行されます。

⑴　改正前（平成24年以前の各年分）
　退職所得の金額は、その年中に支払を受
ける退職手当等の収入金額から、その人の
勤続年数に応じて計算した退職所得控除額
を控除した残額の２分の１に相当する金額
とされていました。
⑵　改正後（平成25年以後の各年分）
　役員等勤続年数が5年以下である人が、
その役員等勤続年数に対応する退職手当等
として支払を受けるもの（特定役員退職手
当等）の退職所得の金額は、特定役員退職

手当等の収入金額から退職所得控除額を控
除した残額に相当する金額とされ、2分の
1とする措置は廃止されました。
　この改正は、平成25年分以後の所得税
について適用されます。退職手当等につい
ては、その退職手当等の収入すべきことが
確定した日の属する年分の所得となるた
め、その「収入すべきことが確定した日」
が平成25年１月１日以後であれば、改正
後の法令が適用されます。
　この「収入すべきことが確定した日」は、
原則として、退職手当等の支給の基因とな
った退職の日となりますが、役員に支給さ
れる退職手当等で、その支給について株主
総会その他正当な権限を有する機関の決議
を要するものについては、その役員の退職
後その決議があった日となります。ただし、
その決議が退職手当等を支給することだけ
を定めるにとどまり、具体的な支給金額を
定めていない場合には、その金額が具体的
に定められた日となります。

ホームページの制作費用
白
色
申
告
者
の
記
帳
・
帳
簿
等
の
保
存
制
度

役員退職手当等に係る退職
所得課税の見直し


